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承第３号

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和６

年３月２７日別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告

し、承認を求める。 

令和６年６月６日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 
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承第４号 

専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和６

年３月２８日次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

  令和６年６月６日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

美濃加茂市小口融資条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市小口融資条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

記 

美濃加茂市小口融資条例の一部を改正する条例 

 美濃加茂市小口融資条例（平成９年美濃加茂市条例第１号）の一部を次のように

改正する。 

改正後 改正前 

（委員会の組織） （委員会の組織） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 委員長は、市長が指名する副市長をもって

充て、委員は、市長が次に掲げる者のうちか

ら任命する。 

２ 委員長は、副市長をもって充て、委員は、

市長が次に掲げる者のうちから任命する。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

３～５ （略） ３～５ （略） 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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承第５号 

専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和６

年３月２９日次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

  令和６年６月６日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

   美濃加茂市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

記 

美濃加茂市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例 

美濃加茂市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例（平成２６年美濃加茂市条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（掲示等） （掲示） 

第２４条 特定教育・保育施設は、当該特定教

育・保育施設の見やすい場所に、運営規程の

概要、職員の勤務の体制、利用者負担その他

の利用申込者の特定教育・保育施設の選択に

資すると認められる重要事項を掲示すると

ともに、電気通信回線に接続して行う自動公

衆送信（公衆によって直接受信されることを

目的として公衆からの求めに応じ自動的に

送信を行うことをいい、放送又は有線放送に

第２４条 特定教育・保育施設は、当該特定教

育・保育施設の見やすい場所に、運営規程の

概要、職員の勤務の体制、利用者負担その他

の利用申込者の特定教育・保育施設の選択に

資すると認められる重要事項を掲示しなけ

ればならない。 
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該当するものを除く。）により公衆の閲覧に

供しなければならない。 

（特別利用教育の基準） （特別利用教育の基準） 

第３７条 （略） 第３７条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定によ

り特別利用教育を提供する場合には、特定教

育・保育には特別利用教育を、施設型給付費

には特例施設型給付費を、それぞれ含むもの

として、前節（第７条第３項及び第８条第２

項を除く。）の規定を適用する。この場合に

おいて、第７条第２項中「特定教育・保育施

設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下こ

の項において同じ。）」とあるのは「特定教

育・保育施設（特別利用教育を提供している

施設に限る。以下この項において同じ。）」

と、「利用の申込みに係る法第１９条第１号

に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは

「利用の申込みに係る法第１９条第２号に

掲げる小学校就学前子ども」と、「同号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども」とあるのは「同条第１号

又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども」と、「同

号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係

る利用定員」とあるのは「同条第１号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係る利用定

員」と、第１４条第２項中「法第２７条第３

項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８

条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基

準により算定した費用の額」と、同条第４項

第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子ど

も」とあるのは「教育・保育給付認定子ども

（特別利用教育を受ける者を含む。）」と、

同号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」

とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定によ

り特別利用教育を提供する場合には、特定教

育・保育には特別利用教育を、施設型給付費

には特例施設型給付費を、それぞれ含むもの

として、前節（第７条第３項及び第８条第２

項を除く。）の規定を適用する。この場合に

おいて、第７条第２項中「利用の申込みに係

る法第１９条第１号に掲げる小学校就学前

子ども」とあるのは「利用の申込みに係る法

第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ど

も」と、「同号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」とあ

るのは「同条第１号又は第２号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども」と、「同号に掲げる小学校就学前

子どもの区分に係る利用定員」とあるのは

「同条第１号に掲げる小学校就学前子ども

の区分に係る利用定員」と、第１４条第２項

中「法第２７条第３項第１号に掲げる額」と

あるのは「法第２８条第２項第３号の内閣総

理大臣が定める基準により算定した費用の

額」と、同条第４項第３号イ（ア）中「教育・

保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保

育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者

を含む。）」と、同号イ（イ）中「教育・保

育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育

給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を

除く。）」とする。 
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別利用教育を受ける者を除く。）」とする。

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第５４条 （略） 第５４条 （略） 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定

による書面等の交付又は提出については、当

該書面等が電磁的記録により作成されてい

る場合には、当該書面等の交付又は提出に代

えて、第４項で定めるところにより、教育・

保育給付認定保護者の承諾を得て、当該書面

等に記載すべき事項（以下この条において

「記載事項」という。）を電子情報処理組織

（特定教育・保育施設等の使用に係る電子計

算機と教育・保育給付認定保護者の使用に係

る電子計算機とを電気通信回線で接続した

電子情報処理組織をいう。以下この条におい

て同じ。）を使用する方法その他の情報通信

の技術を利用する方法であって次に掲げる

もの（以下この条において「電磁的方法」と

いう。）により提供することができる。この

場合において、当該特定教育・保育施設等は、

当該書面等を交付し、又は提出したものとみ

なす。 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定

による書面等の交付又は提出については、当

該書面等が電磁的記録により作成されてい

る場合には、当該書面等の交付又は提出に代

えて、第４項で定めるところにより、教育・

保育給付認定保護者の承諾を得て、当該書面

等に記載すべき事項（以下この条において

「記載事項」という。）を電子情報処理組織

（特定教育・保育施設等の使用に係る電子計

算機と教育・保育給付認定保護者の使用に係

る電子計算機とを電気通信回線で接続した

電子情報処理組織をいう。以下この条におい

て同じ。）を使用する方法その他の情報通信

の技術を利用する方法であって次に掲げる

もの（以下この条において「電磁的方法」と

いう。）により提供することができる。この

場合において、当該特定教育・保育施設等は、

当該書面等を交付し、又は提出したものとみ

なす。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録

媒体をいう。）をもって調製するファイル

に記載事項を記録したものを交付する方

法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項

を確実に記録しておくことができる物を

もって調製するファイルに記載事項を記

録したものを交付する方法 

３～６ （略） ３～６ （略） 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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承第６号 

専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和６

年３月２９日次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

  令和６年６月６日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

美濃加茂市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関

する基準を定める条例等の一部を改正する条例について 

美濃加茂市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例等の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

記 

美濃加茂市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例等の一部を改正する条例 

 （美濃加茂市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準を定める条例（平成２４年美濃加茂市条例第２９号）の一部を次のように改

正する。 

改正後 改正前 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者は、利用申込者又はその家族からの申出

があった場合には、前項の規定による文書の

交付に代えて、第５項で定めるところによ

り、当該利用申込者又はその家族の承諾を得

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者は、利用申込者又はその家族からの申出

があった場合には、前項の規定による文書の

交付に代えて、第５項で定めるところによ

り、当該利用申込者又はその家族の承諾を得
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て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信

の技術を利用する方法であって次に掲げる

もの（以下この条において「電磁的方法」と

いう。）により提供することができる。この

場合において、当該指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業者は、当該文書を交付し

たものとみなす。 

て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信

の技術を利用する方法であって次に掲げる

もの（以下この条において「電磁的方法」と

いう。）により提供することができる。この

場合において、当該指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業者は、当該文書を交付し

たものとみなす。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理

の用に供されるものをいう。第２０３条第

１項において同じ。）に係る記録媒体をい

う。）をもって調製するファイルに前項に

規定する重要事項を記録したものを交付

する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項

を確実に記録しておくことができる物を

もって調製するファイルに前項に規定す

る重要事項を記録したものを交付する方

法 

３～６ （略） ３～６ （略） 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第２０３条 指定地域密着型サービス事業者

及び指定地域密着型サービスの提供に当た

る者は、作成、保存その他これらに類するも

ののうち、この条例の規定において書面（書

面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認

識することができる情報が記載された紙そ

の他の有体物をいう。以下この条において同

じ。）で行うことが規定されている又は想定

されるもの（第１２条第１項（第５９条、第

５９条の２０、第５９条の２０の３、第５９

条の３８、第８０条、第１０８条、第１２８

条、第１４９条、第１７７条、第１８９条及

び第２０２条において準用する場合を含

む。）、第１１５条第１項、第１３６条第１

第２０３条 指定地域密着型サービス事業者

及び指定地域密着型サービスの提供に当た

る者は、作成、保存その他これらに類するも

ののうち、この条例の規定において書面（書

面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認

識することができる情報が記載された紙そ

の他の有体物をいう。以下この条において同

じ。）で行うことが規定されている又は想定

されるもの（第１２条第１項（第５９条、第

５９条の２０、第５９条の２０の３、第５９

条の３８、第８０条、第１０８条、第１２８

条、第１４９条、第１７７条、第１８９条及

び第２０２条において準用する場合を含

む。）、第１１５条第１項、第１３６条第１
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項及び第１５５条第１項（第１８９条におい

て準用する場合を含む。）並びに次項に規定

するものを除く。）については、書面に代え

て、当該書面に係る電磁的記録により行うこ

とができる。 

項及び１５５条第１項（第１８９条において

準用する場合を含む。）並びに次項に規定す

るものを除く。）については、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁

気的方式その他人の知覚によっては認識す

ることができない方式で作られる記録であ

って、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。）により行うことができる。

２ （略） ２ （略） 

（美濃加茂市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準を定める条例の一部改正） 

第２条 美濃加茂市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営

並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準を定める条例（平成２４年美濃加茂市条例第３０号）の一部を

次のように改正する。 

改正後 改正前 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第１１条 （略） 第１１条 （略） 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業

者は、利用申込者又はその家族からの申出が

あった場合には、前項の規定による文書の交

付に代えて、第５項で定めるところにより、

当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、

当該文書に記すべき重要事項を電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法であって次に掲げるも

の（以下この条において「電磁的方法」とい

う。）により提供することができる。この場

合において、当該指定介護予防認知症対応型

通所介護事業者は、当該文書を交付したもの

とみなす。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業

者は、利用申込者又はその家族からの申出が

あった場合には、前項の規定による文書の交

付に代えて、第５項で定めるところにより、

当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、

当該文書に記すべき重要事項を電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法であって次に掲げるも

の（以下この条において「電磁的方法」とい

う。）により提供することができる。この場

合において、当該指定介護予防認知症対応型

通所介護事業者は、当該文書を交付したもの

とみなす。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方 (2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその
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式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理

の用に供されるものをいう。第９１条第１

項において同じ。）に係る記録媒体をい

う。）をもって調製するファイルに前項に

規定する重要事項を記録したものを交付

する方法 

他これらに準ずる方法により一定の事項

を確実に記録しておくことができる物を

もって調製するファイルに前項に規定す

る重要事項を記録したものを交付する方

法 

３～６ （略） ３～６ （略） 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第９１条 指定地域密着型介護予防サービス

事業者及び指定地域密着型介護予防サービ

スの提供に当たる者は、作成、保存その他こ

れらに類するもののうち、この条例の規定に

おいて書面（書面、書類、文章、謄本、抄本、

正本、副本、複本その他文字、図形等人の知

覚によって認識することができる情報が記

載された紙その他の有体物をいう。以下この

条において同じ。）で行うことが規定されて

いる又は想定されるもの（第１４条第１項

（第６５条及び第８６条において準用する

場合を含む。）及び第７６条第１項並びに次

項に規定するものを除く。）については、書

面に代えて、当該書面に係る電磁的記録によ

り行うことができる。 

第９１条 指定地域密着型介護予防サービス

事業者及び指定地域密着型介護予防サービ

スの提供に当たる者は、作成、保存その他こ

れらに類するもののうち、この条例の規定に

おいて書面（書面、書類、文章、謄本、抄本、

正本、副本、複本その他文字、図形等人の知

覚によって認識することができる情報が記

載された紙その他の有体物をいう。以下この

条において同じ。）で行うことが規定されて

いる又は想定されるもの（第１４条第１項

（第６５条及び第８６条において準用する

場合を含む。）及び第７６条第１項並びに次

項に規定するものを除く。）については、書

面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作られ

る記録であって、電子計算機による情報処理

の用に供されるものをいう。）により行うこ

とができる。 

２ （略） ２ （略） 

（美濃加茂市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部

改正） 

第３条 美濃加茂市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例

（平成２７年美濃加茂市条例第４号）の一部を次のように改正する。 
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改正後 改正前 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又

はその家族から申出があった場合には、第１

項の規定による文書の交付に代えて、第７項

に定めるところにより、当該利用申込者又は

その家族の承諾を得て、当該文書に記すべき

重要事項を電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を使用する方法

であって次に掲げるもの（以下この条におい

て「電磁的方法」という。）により提供する

ことができる。この場合において、当該指定

介護予防支援事業者は、当該文書を交付した

ものとみなす。 

４ 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又

はその家族から申出があった場合には、第１

項の規定による文書の交付に代えて、第７項

に定めるところにより、当該利用申込者又は

その家族の承諾を得て、当該文書に記すべき

重要事項を電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を使用する方法

であって次に掲げるもの（以下この条におい

て「電磁的方法」という。）により提供する

ことができる。この場合において、当該指定

介護予防支援事業者は、当該文書を交付した

ものとみなす。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理

の用に供されるものをいう。第３６条第１

項において同じ。）に係る記録媒体をい

う。）をもって調製するファイルに第１項

に規定する重要事項を記録したものを交

付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項

を確実に記録しておくことができる物を

もって調製するファイルに第１項に規定

する重要事項を記録したものを交付する

方法 

５～８ （略） ５～８ （略） 

（指定介護予防支援の業務の委託） （指定介護予防支援の業務の委託） 

第１５条 地域包括支援センターの設置者で

ある指定介護予防支援事業者は、法第１１５

条の２３第３項の規定により指定介護予防

支援の一部を委託する場合には、次に掲げる

事項を遵守しなければならない。 

第１５条 地域包括支援センターの設置者で

ある指定介護予防支援事業者は、法第１１５

条の２３第３項の規定により指定介護予防

支援の一部を委託する場合には、次に掲げる

事項を遵守しなければならない。 

(1) 委託に当たっては、中立性及び公正性の (1) 委託に当たっては、中立性及び公正性の
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確保を図るため美濃加茂市高齢者施策等

運営協議会（介護保険法施行規則第１４０

条の６６第１号イに規定する地域包括支

援センター運営協議会として設置する美

濃加茂市附属機関の設置に関する条例（平

成２３年美濃加茂市条例第２号）に定める

美濃加茂市高齢者施策等運営協議会をい

う。）の議を経なければならないこと。 

確保を図るため美濃加茂市高齢者施策等

運営協議会（介護保険法施行規則第１４０

条の６６第１号ロ(2)に規定する地域包括

支援センター運営協議会として設置する

美濃加茂市附属機関の設置に関する条例

（平成２３年美濃加茂市条例第２号）に定

める美濃加茂市高齢者施策等運営協議会

をいう。）の議を経なければならないこと。

(2)～(4) （略） (2)～(4) （略） 

第６章 基準該当介護予防支援に関す

る基準 

第６章 基準該当介護予防支援の事業

に関する基準 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第３６条 指定介護予防支援事業者及び指定

介護予防支援の提供に当たる者は、作成、保

存その他これらに類するもののうち、この条

例の規定において書面（書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形等人の知覚によって認識することがで

きる情報が記載された紙その他の有体物を

いう。以下この条において同じ。）で行うこ

とが規定されている又は想定されるもの（第

１０条（第３５条において準用する場合を含

む。）及び第３３条第２６号（第３５条にお

いて準用する場合を含む。）並びに次項に規

定するものを除く。）については、書面に代

えて、当該書面に係る電磁的記録により行う

ことができる。 

第３６条 指定介護予防支援事業者及び指定

介護予防支援の提供に当たる者は、作成、保

存その他これらに類するもののうち、この条

例の規定において書面（書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形等人の知覚によって認識することがで

きる情報が記載された紙その他の有体物を

いう。以下この条において同じ。）で行うこ

とが規定されている又は想定されるもの（第

１０条（第３５条において準用する場合を含

む。）及び第３３条第２６号（第３５条にお

いて準用する場合を含む。）並びに次項に規

定するものを除く。）については、書面に代

えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。）により行うことがで

きる。 

２ （略） ２ （略） 

（美濃加茂市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等に関する基準を定める

条例の一部改正） 

第４条 美濃加茂市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等に関する基準を定
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める条例（平成３０年美濃加茂市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又

はその家族からの申出があった場合には、第

１項の規定による文書の交付に代えて、第８

項で定めるところにより、当該利用申込者又

はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべ

き重要事項を電子情報処理組織を使用する

方法その他の情報通信の技術を利用する方

法であって次に掲げるもの（以下この条にお

いて「電磁的方法」という。）により提供す

ることができる。この場合において、当該指

定居宅介護支援事業者は、当該文書を交付し

たものとみなす。 

５ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又

はその家族からの申出があった場合には、第

１項の規定による文書の交付に代えて、第８

項で定めるところにより、当該利用申込者又

はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべ

き重要事項を電子情報処理組織を使用する

方法その他の情報通信の技術を利用する方

法であって次に掲げるもの（以下この条にお

いて「電磁的方法」という。）により提供す

ることができる。この場合において、当該指

定居宅介護支援事業者は、当該文書を交付し

たものとみなす。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理

の用に供されるものをいう。第３４条第１

項において同じ。）に係る記録媒体をい

う。）をもって調製するファイルに第１項

に規定する重要事項を記録したものを交

付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項

を確実に記録しておくことができる物を

もって調製するファイルに第１項に規定

する重要事項を記録したものを交付する

方法 

６～９ （略） ６～９ （略） 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第３４条 指定居宅介護支援事業者及び指定

居宅介護支援の提供に当たる者は、作成、保

存その他これらに類するもののうち、この条

例の規定において書面（書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

第３４条 指定居宅介護支援事業者及び指定

居宅介護支援の提供に当たる者は、作成、保

存その他これらに類するもののうち、この条

例の規定において書面（書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、
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図形等人の知覚によって認識することがで

きる情報が記載された紙その他の有体物を

いう。以下この条において同じ。）で行うこ

とが規定されている又は想定されるもの（第

１０条（第３３条において準用する場合を含

む。）及び第１６条第２７号（第３３条にお

いて準用する場合を含む。）並びに次項に規

定するものを除く。）については、書面に代

えて、当該書面に係る電磁的記録により行う

ことができる。 

図形等人の知覚によって認識することがで

きる情報が記載された紙その他の有体物を

いう。以下この条において同じ。）で行うこ

とが規定されている又は想定されるもの（第

１０条（第３３条において準用する場合を含

む。）及び第１６条第２７号（第３３条にお

いて準用する場合を含む。）並びに次項に規

定するものを除く。）については、書面に代

えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。）により行うことがで

きる。 

２ （略） ２ （略） 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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承第７号 

専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和６

年３月３０日次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

  令和６年６月６日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

美濃加茂市税条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市税条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

                  記 

美濃加茂市税条例の一部を改正する条例 

 美濃加茂市税条例（昭和２９年美濃加茂市条例第１９号）の一部を次のように改

正する。 

改正後 改正前 

（寄附金税額控除） （寄附金税額控除） 

第２６条の８ 所得割の納税義務者が、前年中

に法第３１４条の７第１項第１号及び第２

号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金を

支出した場合には、同項に規定するところに

より控除すべき額（当該納税義務者が前年中

に同条第２項に規定する特例控除対象寄附

金を支出した場合にあつては、当該控除すべ

き金額に特例控除額を加算した金額。以下こ

の項において「控除額」という。）をその者

の第２６条の４及び前条の規定を適用した

場合の所得割の額から控除するものとする。

この場合において、当該控除額が当該所得割

の額を超えるときは、当該控除額は、当該所

第２６条の８ 所得割の納税義務者が、前年中

に法第３１４条の７第１項第１号及び第２

号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金若

しくは金銭を支出した場合には、同項に規定

するところにより控除すべき額（当該納税義

務者が前年中に同条第２項に規定する特例

控除対象寄附金を支出した場合にあつては、

当該控除すべき金額に特例控除額を加算し

た金額。以下この項において「控除額」とい

う。）をその者の第２６条の４及び前条の規

定を適用した場合の所得割の額から控除す

るものとする。この場合において、当該控除

額が当該所得割の額を超えるときは、当該控
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得割の額に相当する金額とする。 除額は、当該所得割の額に相当する金額とす

る。 

(1) 次に掲げる寄附金のうち、市長が別に定

めるもの 

(1) 次に掲げる寄附金又は金銭のうち、市長

が別に定めるもの 

イ～チ （略） イ～チ （略） 

リ 所得税法第７８条第２項第４号に規

定する公益信託の信託財産とするため

に支出した当該公益信託に係る信託事

務に関連する寄附金 

リ 所得税法第７８条第３項に規定する

特定公益信託の信託財産とするために

支出した金銭 

ヌ （略） ヌ （略） 

２ （略） ２ （略） 

（市民税の減免）  （市民税の減免） 

第３３条 （略） 第３３条 （略） 

２ 前項の規定により市民税の減免を受けよ

うとする者は、納期限までに次に掲げる事項

を記載した申請書に減免を受けようとする

理由を証明する書類を添付して市長に提出

しなければならない。ただし、市長が、当該

者が同項各号のいずれかに該当することが

明らかであり、かつ、市民税を減免する必要

があると認める場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定によつて市民税の減免を受け

ようとする者は、納期限までに次に掲げる事

項を記載した申請書に減免を受けようとす

る理由を証明する書類を添附して市長に提

出しなければならない。 

 (1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

３ 第１項の規定により市民税の減免を受け

た者は、その事由が消滅した場合には、直ち

にその旨を市長に申告しなければならない。

３ 第１項の規定によつて市民税の減免を受

けた者は、その事由が消滅した場合において

は、直ちにその旨を市長に申告しなければな

らない。 

第４２条の３ 法第３４８条第２項第９号、第

９号の２若しくは第１２号の固定資産又は

同項第１６号の固定資産（独立行政法人労働

者健康安全機構が設置する医療関係者の養

成所において直接教育の用に供するものに

限る。）について同項本文の規定の適用を受

けようとする者は、土地については第１号及

び第２号に、家屋については第３号及び第５

第４２条の３ 法第３４８条第２項第９号、第

９号の２若しくは第１２号の固定資産又は

同項第１６号の固定資産（独立行政法人労働

者健康安全機構が設置する医療関係者の養

成所において直接教育の用に供するものに

限る。）について同項本文の規定の適用を受

けようとする者は、土地については第１号及

び第２号に、家屋については第３号及び第５
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号に、償却資産については第４号及び第５号

に掲げる事項を記載した申告書を、当該土

地、家屋又は償却資産が学校法人若しくは私

立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第１

５２条第５項の法人、公益社団法人若しくは

公益財団法人、宗教法人若しくは社会福祉法

人で幼稚園を設置するもの、医療法（昭和２

３年法律第２０５号）第３１条の公的医療機

関の開設者、令第４９条の１０第１項に規定

する医療法人、公益社団法人若しくは公益財

団法人、一般社団法人（非営利型法人（法人

税法第２条第９号の２に規定する非営利型

法人をいう。以下この条において同じ。）に

該当するものに限る。）若しくは一般財団法

人（非営利型法人に該当するものに限る。）、

社会福祉法人、独立行政法人労働者健康安全

機構、健康保険組合若しくは健康保険組合連

合会若しくは国家公務員共済組合若しくは

国家公務員共済組合連合会で看護師、准看護

師、歯科衛生士、歯科技工士、助産師、臨床

検査技師、理学療法士若しくは作業療法士の

養成所を設置するもの、公益社団法人若しく

は公益財団法人で図書館を設置するもの、公

益社団法人若しくは公益財団法人若しくは

宗教法人で博物館法（昭和２６年法律第２８

５号）第２条第１項の博物館を設置するもの

又は公益社団法人若しくは公益財団法人で

学術の研究を目的とするもの（以下この条に

おいて「学校法人等」という。）の所有に属

しないものである場合においては当該土地、

家屋又は償却資産を当該学校法人等に無料

で使用させていることを証明する書面を添

付して、市長に提出しなければならない。 

号に、償却資産については第４号及び第５号

に掲げる事項を記載した申告書を、当該土

地、家屋又は償却資産が学校法人若しくは私

立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第６

４条第４項の法人、公益社団法人若しくは公

益財団法人、宗教法人若しくは社会福祉法人

で幼稚園を設置するもの、医療法（昭和２３

年法律第２０５号）第３１条の公的医療機関

の開設者、令第４９条の１０第１項に規定す

る医療法人、公益社団法人若しくは公益財団

法人、一般社団法人（非営利型法人（法人税

法第２条第９号の２に規定する非営利型法

人をいう。以下この条において同じ。）に該

当するものに限る。）若しくは一般財団法人

（非営利型法人に該当するものに限る。)、社

会福祉法人、独立行政法人労働者健康安全機

構、健康保険組合若しくは健康保険組合連合

会若しくは国家公務員共済組合若しくは国

家公務員共済組合連合会で看護師、准看護

師、歯科衛生士、歯科技工士、助産師、臨床

検査技師、理学療法士若しくは作業療法士の

養成所を設置するもの、公益社団法人若しく

は公益財団法人で図書館を設置するもの、公

益社団法人若しくは公益財団法人若しくは

宗教法人で博物館法（昭和２６年法律第２８

５号）第２条第１項の博物館を設置するもの

又は公益社団法人若しくは公益財団法人で

学術の研究を目的とするもの（以下この条に

おいて「学校法人等」という。）の所有に属

しないものである場合においては当該土地、

家屋又は償却資産を当該学校法人等に無料

で使用させていることを証明する書面を添

付して、市長に提出しなければならない。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

（固定資産税の減免） （固定資産税の減免） 

第５２条 （略） 第５２条 （略） 
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２ 前項の規定により固定資産税の減免を受

けようとする者は、納期限までに、次に掲げ

る事項を記載した申請書にその減免を受け

ようとする事由を証明する書類を添付して

市長に提出しなければならない。ただし、市

長が、当該者が所有する固定資産が同項各号

のいずれかに該当することが明らかであり、

かつ、固定資産税を減免する必要があると認

める場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定によつて固定資産税の減免を

受けようとする者は、納期限までに、次に掲

げる事項を記載した申請書にその減免を受

けようとする事由を証明する書類を添付し

て市長に提出しなければならない。 

(1)～(5) （略）  (1)～(5) （略） 

３ 第１項の規定により固定資産税の減免を

受けた者は、その事由が消滅した場合には、

直ちにその旨を市長に申告しなければなら

ない。 

３ 第１項の規定によつて固定資産税の減免

を受けた者は、その事由が消滅した場合にお

いては、直ちにその旨を市長に申告しなけれ

ばならない。 

 （特別土地保有税の減免）  （特別土地保有税の減免） 

第１２６条の３ （略） 第１２６条の３ （略） 

２ 前項の規定により特別土地保有税の減免

を受けようとする者は、納期限までに、次に

掲げる事項を記載した申請書にその減免を

受けようとする事由を証明する書類を添付

して市長に提出しなければならない。ただ

し、市長が、当該者が所有し、又は取得する

土地が同項各号のいずれかに該当すること

が明らかであり、かつ、特別土地保有税を減

免する必要があると認める場合は、この限り

でない。 

２ 前項の規定によつて特別土地保有税の減

免を受けようとする者は、納期限までに、次

に掲げる事項を記載した申請書にその減免

を受けようとする事由を証明する書類を添

付して市長に提出しなければならない。 

 (1)～(3) （略）  (1)～(3) （略） 

３ 第１項の規定により特別土地保有税の減

免を受けた者は、その事由が消滅した場合に

は、直ちにその旨を市長に申告しなければな

らない。 

３ 第１項の規定によつて特別土地保有税の

減免を受けた者は、その事由が消滅した場合

には、直ちにその旨を市長に申告しなければ

ならない。 

附 則 附 則 

  （公益法人等に係る市民税の課税の特例） 

 第２条の２ 当分の間、租税特別措置法第４０
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条第３項後段（同条第６項から第１０項まで

及び第１１項（同条第１２項において準用す

る場合を含む。以下この条において同じ。）

の規定によりみなして適用する場合を含

む。）の規定の適用を受けた同法第４０条第

３項に規定する公益法人等（同条第６項から

第１１項までの規定により特定贈与等に係

る公益法人等とみなされる法人を含む。）を

同条第３項に規定する贈与又は遺贈を行つ

た個人とみなして、令附則第３条の２の３で

定めるところにより、これに同項に規定する

財産（同法第４０条第６項から第１１項まで

の規定により特定贈与等に係る財産とみな

される資産を含む。）に係る山林所得の金額、

譲渡所得の金額又は雑所得の金額に係る市

民税の所得割を課する。 

（特定一般用医薬品等購入費を支払つた場

合の医療費控除の特例） 

（特定一般用医薬品等購入費を支払つた場

合の医療費控除の特例） 

第３条の２ 平成３０年度から令和９年度ま

での各年度分の個人の市民税に限り、法附則

第４条の５第３項の規定に該当する場合に

おける第２６条の３の規定による控除につ

いては、その者の選択により、同条中「同条

第１項」とあるのは「同条第１項（第２号を

除く。）」と、「まで」とあるのは「まで並

びに法附則第４条の５第３項の規定により

読み替えて適用される法第３１４条の２第

１項（第２号に係る部分に限る。）」として、

同条の規定を適用することができる。 

第３条の２ 平成３０年度から令和９年度ま

での各年度分の個人の市民税に限り、法附則

第４条の４第３項の規定に該当する場合に

おける第２６条の３の規定による控除につ

いては、その者の選択により、同条中「同条

第１項」とあるのは「同条第１項（第２号を

除く。）」と、「まで」とあるのは「まで並

びに法附則第４条の４第３項の規定により

読み替えて適用される法第３１４条の２第

１項（第２号に係る部分に限る。）」として、

同条の規定を適用することができる。 

（寄附金税額控除における特例控除額の特

例） 

（寄附金税額控除における特例控除額の特

例） 

第３条の４ （略） 第３条の４ （略） 

（令和６年度分の個人の市民税の特別税額

控除） 

第３条の５ 令和６年度分の個人の市民税に
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限り、法附則第５条の８第４項及び第５項に

規定するところにより控除すべき市民税に

係る令和６年度分特別税額控除額を、前年の

合計所得金額が１，８０５万円以下である所

得割の納税義務者（次条及び附則第３条の７

において「特別税額控除対象納税義務者」と

いう。）の第２６条の４、第２６条の７から

第２６条の１０まで、附則第３条第１項、附

則第３条の３の２第１項、前条、附則第４条

の２第２項及び附則第５条の２の規定を適

用した場合の所得割の額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第

２６条の８第２項、第３２条の５の５第１項

及び前条の規定の適用については、第２６条

の８第２項及び前条中「法附則第５条の６第

２項」とあるのは「法附則第５条の６第２項

及び法附則第５条の８第６項」と、第３２条

の５の５第１項中「課した」とあるのは「附

則第３条の５第１項の規定の適用がないも

のとした場合に課すべき」と、「の前々年中」

とあるのは「の同項の規定の適用がないもの

とした場合における前々年中」と、「、前々

年中」とあるのは「、附則第３条の５第１項

の規定の適用がないものとした場合におけ

る前々年中」とする。 

（令和６年度分の個人の市民税の納税通知

書に関する特例） 

第３条の６ 令和６年度分の個人の市民税に

限り、個人の市民税の納税通知書に記載すべ

き各納期の納付額については、第３１条の規

定にかかわらず、次に定めるところによる。

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税

額控除前の普通徴収に係る個人の市民税

の額（前条第１項の規定の適用がないもの

とした場合に算出される普通徴収に係る

個人の市民税の額をいう。）、特別税額控
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除前の普通徴収に係る個人の県民税の額

（法附則第５条の８第１項及び第２項の

規定の適用がないものとした場合に算出

される普通徴収に係る個人の県民税の額

をいう。）及び普通徴収に係る森林環境税

の額の合算額（以下この号において「特別

税額控除前の普通徴収に係る個人の住民

税の額」という。）からその者の普通徴収

に係る個人の市民税の額、普通徴収に係る

個人の県民税の額及び普通徴収に係る森

林環境税の額の合算額を控除した額（以下

この項において「普通徴収の個人の住民税

に係る特別税額控除額」という。）がその

者の特別税額控除前の普通徴収に係る個

人の住民税の額を４で除して得た金額（当

該金額に１，０００円未満の端数があると

き、又は当該金額の全額が１，０００円未

満であるときは、その端数金額又はその全

額を切り捨てた金額。以下この項において

「分割金額」という。）に３を乗じて得た

金額をその者の特別税額控除前の普通徴

収に係る個人の住民税の額から控除した

残額に相当する金額（以下この項において

「第１期分金額」という。）に満たない場

合には、当該納税通知書に記載すべき各納

期の納付額は、第３０条第１項に規定する

第１期の納期（以下この項、次項及び次条

第１項において「第１期納期」という。）

においてはその者の第１期分金額からそ

の者の普通徴収の個人の住民税に係る特

別税額控除額を控除した額とし、その他の

それぞれの納期においてはその者の分割

金額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴

収の個人の住民税に係る特別税額控除額

がその者の第１期分金額以上であり、か
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つ、その者の第１期分金額とその者の分割

金額との合計額に満たない場合には、当該

納税通知書に記載すべき各納期の納付額

は、第１期納期においてはないものとし、

第３０条第１項に規定する第２期の納期

（以下この項及び次条第１項において「第

２期納期」という。）においてはその者の

第１期分金額とその者の分割金額との合

計額からその者の普通徴収の個人の住民

税に係る特別税額控除額を控除した額と

し、第３０条第１項に規定する第３期の納

期（以下この項において「第３期納期」と

いう。）及び同条第１項に規定する第４期

の納期（以下この項において「第４期納期」

という。）においてはその者の分割金額と

する。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴

収の個人の住民税に係る特別税額控除額

がその者の第１期分金額とその者の分割

金額との合計額以上であり、かつ、その者

の第１期分金額とその者の分割金額に２

を乗じて得た金額との合計額に満たない

場合には、当該納税通知書に記載すべき各

納期の納付額は、第１期納期及び第２期納

期においてはないものとし、第３期納期に

おいてはその者の第１期分金額とその者

の分割金額に２を乗じて得た金額との合

計額からその者の普通徴収の個人の住民

税に係る特別税額控除額を控除した額と

し、第４期納期においてはその者の分割金

額とする。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴

収の個人の住民税に係る特別税額控除額

がその者の第１期分金額とその者の分割

金額に２を乗じて得た金額との合計額以

上である場合には、当該納税通知書に記載
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すべき各納期の納付額は、第１期納期、第

２期納期及び第３期納期においてはない

ものとし、第４期納期においてはその者の

普通徴収に係る個人の市民税の額、普通徴

収に係る個人の県民税の額及び普通徴収

に係る森林環境税の額の合算額とする。 

２ 令和６年度分の個人の市民税（第１期納期

から第３２条の５第１項の規定により普通

徴収の方法によつて徴収されることとなつ

たものを除く。）を同項の規定により普通徴

収の方法によつて徴収する場合については、

前項の規定は、適用しない。 

（令和６年度分の公的年金等に係る所得に

係る個人の市民税に関する特例） 

第３条の７ 令和６年度分の個人の市民税に

限り、第３２条の５の２第１項の規定により

特別徴収の方法によつて徴収すべき公的年

金等に係る所得に係る個人の市民税（第３項

において「年金所得に係る特別徴収の個人の

市民税」という。）の額及び同条第２項の規

定により普通徴収の方法によつて徴収すべ

き公的年金等に係る所得に係る個人の市民

税の額については、次に定めるところによ

る。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税

額控除前の年金所得に係る個人の市民税

の額（附則第３条の５第１項の規定の適用

がないものとした場合に算出される第３

２条の５の２第１項に規定する前年中の

公的年金等に係る所得に係る所得割額及

び均等割額（これと併せて賦課徴収を行う

森林環境税を含む。以下この号及び第５号

において同じ。）の合算額（以下この号及

び第５号において「年金所得に係る所得割

額及び均等割額の合算額」という。）をい

う。以下この号及び第３項第１号において
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同じ。）からその者の年金所得に係る所得

割額及び均等割額の合算額を控除した額

（以下この項及び第３項において「年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額」という。）がその者の特別税額控除

前の普通徴収に係る個人の市民税の額（特

別税額控除前の年金所得に係る個人の市

民税の額から特別税額控除前の特別徴収

に係る個人の市民税の額（特別税額控除前

の年金所得に係る個人の市民税の額の２

分の１に相当する額をいう。以下この号に

おいて同じ。）を控除した額をいう。以下

この号において同じ。）を２で除して得た

金額（当該金額に１，０００円未満の端数

があるとき、又は当該金額の全額が１，０

００円未満であるときは、その端数金額又

はその全額を切り捨てた金額。以下この項

において「第２期分金額」という。）をそ

の者の特別税額控除前の普通徴収に係る

個人の市民税の額から控除した残額に相

当する金額（以下この項において「第１期

分金額」という。）に満たない場合には、

第１期納期及び第２期納期に普通徴収の

方法によつて徴収すべき公的年金等に係

る所得に係る個人の市民税の額（以下この

項において「普通徴収対象税額」という。）

並びに第３２条の５の３に規定する特別

徴収対象年金給付の支払をする際、特別徴

収の方法によつて徴収すべき公的年金等

に係る所得に係る個人の市民税の額（以下

この項及び第３項において「特別徴収対象

税額」という。）は、第１期納期において

はその者の第１期分金額からその者の年

金所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額を控除した残額に相当する税額、

第２期納期においてはその者の第２期分
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金額に相当する税額、当該年度の初日の属

する年の１０月１日から１１月３０日ま

での間においてはその者の特別税額控除

前の特別徴収に係る個人の市民税の額を

３で除して得た金額（当該金額に１００円

未満の端数があるとき、又は当該金額の全

額が１００円未満であるときは、その端数

金額又はその全額を切り捨てた金額。以下

この項において「分割金額」という。）に

２を乗じて得た金額をその者の特別税額

控除前の特別徴収に係る個人の市民税の

額から控除した残額に相当する金額（以下

この項において「１０月分金額」という。）

に相当する税額、同年１２月１日から翌年

の３月３１日までの間においてはその者

の分割金額に相当する税額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の第１期分金額以上であり、

かつ、その者の第１期分金額とその者の第

２期分金額との合計額に満たない場合に

は、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税

額は、第１期納期における税額はないもの

とし、第２期納期においてはその者の第１

期分金額とその者の第２期分金額との合

計額からその者の年金所得に係る個人の

市民税に係る特別税額控除額を控除した

残額に相当する税額、当該年度の初日の属

する年の１０月１日から１１月３０日ま

での間においてはその者の１０月分金額

に相当する税額、同年１２月１日から翌年

の３月３１日までの間においてはその者

の分割金額に相当する税額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の第１期分金額とその者の
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第２期分金額との合計額以上であり、か

つ、その者の第１期分金額、その者の第２

期分金額及びその者の１０月分金額の合

計額に満たない場合には、普通徴収対象税

額及び特別徴収対象税額は、第１期納期及

び第２期納期における税額はないものと

し、当該年度の初日の属する年の１０月１

日から１１月３０日までの間においては

その者の第１期分金額、その者の第２期分

金額及びその者の１０月分金額の合計額

からその者の年金所得に係る個人の市民

税に係る特別税額控除額を控除した残額

に相当する税額、同年１２月１日から翌年

の３月３１日までの間においてはその者

の分割金額に相当する税額とする。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の第１期分金額、その者の第

２期分金額及びその者の１０月分金額の

合計額以上であり、かつ、その者の第１期

分金額、その者の第２期分金額、その者の

１０月分金額及びその者の分割金額の合

計額に満たない場合には、普通徴収対象税

額及び特別徴収対象税額は、第１期納期及

び第２期納期並びに当該年度の初日の属

する年の１０月１日から１１月３０日ま

での間における税額はないものとし、同年

１２月１日から翌年の１月３１日までの

間においてはその者の第１期分金額、その

者の第２期分金額、その者の１０月分金額

及びその者の分割金額の合計額からその

者の年金所得に係る個人の市民税に係る

特別税額控除額を控除した残額に相当す

る税額、同年２月１日から３月３１日まで

の間においてはその者の分割金額に相当

する税額とする。 
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(5) 特別税額控除対象納税義務者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の第１期分金額、その者の第

２期分金額、その者の１０月分金額及びそ

の者の分割金額の合計額以上である場合

には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象

税額は、第１期納期及び第２期納期並びに

当該年度の初日の属する年の１０月１日

から翌年の１月３１日までの間における

税額はないものとし、同年２月１日から３

月３１日までの間においてはその者の年

金所得に係る所得割額及び均等割額の合

算額に相当する税額とする。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第

３２条の５の４の規定の適用については、同

条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を

当該年度の初日の属する年の１０月１日か

ら翌年の３月３１日までの間における当該

特別徴収対象年金所得者に係る特別徴収対

象年金給付の支払の回数で除して得た額」と

あるのは、「附則第３条の７第１項各号に規

定する特別徴収の方法によつて徴収すべき

額」とする。 

３ 令和６年度分の個人の市民税に限り、年金

所得に係る特別徴収の個人の市民税の額（第

１項の規定の適用があるものを除く。）につ

いては、次に定めるところによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の特別税額控除前の特別徴

収に係る個人の市民税の額（特別税額控除

前の年金所得に係る個人の市民税の額か

ら第３２条の５の５第１項に規定する年

金所得に係る仮特別徴収税額を控除した

額をいう。以下この号において同じ。）を

３で除して得た金額（当該金額に１００円
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未満の端数があるとき、又は当該金額の全

額が１００円未満であるときは、その端数

金額又はその全額を切り捨てた金額。以下

この項において「分割金額」という。）に

２を乗じて得た金額をその者の特別税額

控除前の特別徴収に係る個人の市民税の

額から控除した残額に相当する金額（以下

この項において「１０月分金額」という。）

に満たない場合には、特別徴収対象税額

は、当該年度の初日の属する年の１０月１

日から１１月３０日までの間においては

その者の１０月分金額からその者の年金

所得に係る個人の市民税に係る特別税額

控除額を控除した残額に相当する税額、同

年１２月１日から翌年の３月３１日まで

の間においてはその者の分割金額に相当

する税額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の１０月分金額以上であり、

かつ、その者の１０月分金額とその者の分

割金額との合計額に満たない場合には、特

別徴収対象税額は、当該年度の初日の属す

る年の１０月１日から１１月３０日まで

の間における税額はないものとし、同年１

２月１日から翌年の１月３１日までの間

においてはその者の１０月分金額とその

者の分割金額との合計額からその者の年

金所得に係る個人の市民税に係る特別税

額控除額を控除した残額に相当する税額、

同年２月１日から３月３１日までの間に

おいてはその者の分割金額に相当する税

額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の１０月分金額とその者の
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分割金額との合計額以上である場合には、

特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属

する年の１０月１日から翌年の１月３１

日までの間における税額はないものとし、

同年２月１日から３月３１日までの間に

おいてはその者の第３２条の５の５第２

項の規定により読み替えられた第３２条

の５の２第１項に規定する年金所得に係

る特別徴収税額に相当する税額とする。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第

３２条の５の４の規定の適用については、同

条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を

当該年度の初日の属する年の１０月１日か

ら翌年の３月３１日までの間における当該

特別徴収対象年金所得者に係る特別徴収対

象年金給付の支払の回数で除して得た額」と

あるのは、「附則第３条の７第３項各号に規

定する特別徴収の方法によつて徴収すべき

額」とする。 

５ 令和６年度分の個人の市民税につき第３

２条の５の６第１項の規定の適用がある場

合については、前各項の規定は、適用しない。

（令和７年度分の個人の市民税の特別税額

控除） 

第３条の８ 令和７年度分の個人の市民税に

限り、法附則第５条の１２第３項及び第４項

に規定するところにより控除すべき市民税

に係る令和７年度分特別税額控除額を、同条

第３項に規定する特別税額控除対象納税義

務者の第２６条の４、第２６条の７から第２

６条の１０まで、附則第３条第１項、附則第

３条の３の２第１項、附則第３条の４、附則

第４条の２第２項及び附則第５条の２の規

定を適用した場合の所得割の額から控除す

る。 
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（肉用牛の売却による事業所得に係る市民

税の課税の特例） 

（肉用牛の売却による事業所得に係る市民

税の課税の特例） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 前項に規定する各年度分の個人の市民税

に限り、法附則第６条第５項に規定する場合

において、第２８条の２第１項の規定による

申告書に肉用牛の売却に係る租税特別措置

法第２５条第２項第２号に規定する事業所

得の明細に関する事項の記載があるときは、

その者の前年の総所得金額に係る市民税の

所得割の額は、第２６条から第２６条の４ま

で、第２６条の７から第２６条の９まで、附

則第３条第１項、附則第３条の３第１項、附

則第３条の３の２第１項及び附則第３条の

４の規定にかかわらず、法附則第６条第５項

各号に掲げる金額の合計額とすることがで

きる。 

２ 前項に規定する各年度分の個人の市民税

に限り、法附則第６条第５項に規定する場合

において、第２８条の２第１項の規定による

申告書に肉用牛の売却に係る租税特別措置

法第２５条第２項第２号に規定する事業所

得の明細に関する事項の記載があるときは、

その者の前年の総所得金額に係る市民税の

所得割の額は、第２６条から第２６条の４ま

で、第２６条の７から第２６条の９まで、附

則第３条第１項、附則第３条の３第１項、附

則第３条の３の２第１項及び前条の規定に

かかわらず、法附則第６条第５項各号に掲げ

る金額の合計額とすることができる。 

３ 前項の規定の適用がある場合における第

２６条の１０第１項、附則第３条の５第１項

及び前条の規定の適用については、第２６条

の１０第第１項中「前３条」とあるのは「前

３条並びに附則第４条第２項」と、附則第３

条の５第１項中「前条及び」とあるのは「前

条、附則第４条第２項及び」と、前条中「附

則第３条の４及び」とあるのは「附則第３条

の４、次条第２項及び」とする。 

３ 前項の規定の適用がある場合における第

２６条の１０第１項の規定の適用について

は、同項中「前３条」とあるのは「前３条並

びに附則第４条第２項」とする。 

（個人の市民税の所得割の非課税の範囲等） （個人の市民税の所得割の非課税の範囲等）

第４条の２ （略） 第４条の２ （略） 

 （令和６年能登半島地震災害に係る雑損控除

額等の特例） 

第４条の３ 所得割の納税義務者の選択によ

り、法附則第４条の４第４項に規定する特例

損失金額（以下この項において「特例損失金

額」という。）がある場合には、特例損失金額

（同条第４項に規定する災害関連支出があ
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る場合には、第３項に規定する申告書の提出

の日の前日までに支出したものに限る。以下

この項及び次項において「損失対象金額」と

いう。）について、令和５年において生じた法

第３１４条の２第１項第１号に規定する損

失の金額として、この条例の規定を適用する

ことができる。この場合において、第２６条

の３の規定により控除された金額に係る当

該損失対象金額は、その者の令和７年度以後

の年度分で当該損失対象金額が生じた年の

末日の属する年度の翌年度分の市民税に係

るこの条例の規定の適用については、当該損

失対象金額が生じた年において生じなかつ

たものとみなす。 

２ 前項前段の場合において、第２６条の３の

規定により控除された金額に係る損失対象

金額のうちに同項の規定の適用を受けた者

と生計を一にする令第４８条の６第１項に

規定する親族の有する法附則第４条の４第

４項に規定する資産について受けた損失の

金額（以下この項において「親族資産損失額」

という。）があるときは、当該親族資産損失額

は、当該親族の令和７年度以後の年度分で当

該親族資産損失額が生じた年の末日の属す

る年度の翌年度分の市民税に係るこの条例

の規定の適用については、当該親族資産損失

額が生じた年において生じなかつたものと

みなす。 

３ 第１項の規定は、令和６年度分の第２８条

の２第１項又は第３項の規定による申告書

（その提出期限後において市民税の納税通

知書が送達される時までに提出されたもの

及びその時までに提出された第２８条の３

第１項の確定申告書を含む。）に第１項の規

定の適用を受けようとする旨の記載がある

場合（これらの申告書にその記載がないこと
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についてやむを得ない理由があると市長が

認める場合を含む。）に限り、適用する。 

（個人の市民税の寄附金税額控除に係る申

告の特例等） 

（個人の市民税の寄附金税額控除に係る申

告の特例等） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で

定める割合） 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で

定める割合） 

第６条の２ （略） 第６条の２ （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 法附則第１５条第２５項第２号に規定す

る設備について同号に規定する市の条例で

定める割合は、７分の６とする。 

８ 法附則第１５条第２５項第３号イに規定

する設備について同号に規定する市の条例

で定める割合は、４分の３とする。 

７ 法附則第１５条第２５項第２号イに規定

する設備について同号に規定する市の条例

で定める割合は、４分の３とする。 

９ 法附則第１５条第２５項第３号ロに規定

する設備について同号に規定する市の条例

で定める割合は、４分の３とする。

８ 法附則第１５条第２５項第２号ロに規定

する設備について同号に規定する市の条例

で定める割合は、４分の３とする。 

１０ 法附則第１５条第２５項第３号ハに規

定する設備について同号に規定する市の条

例で定める割合は、４分の３とする。 

９ 法附則第１５条第２５項第２号ハに規定

する設備について同号に規定する市の条例

で定める割合は、４分の３とする。 

１１ 法附則第１５条第２５項第４号イに規

定する設備について同号に規定する市の条

例で定める割合は、２分の１とする。 

１０ 法附則第１５条第２５項第３号イに規

定する設備について同号に規定する市の条

例で定める割合は、２分の１とする。 

１２ 法附則第１５条第２５項第４号ロに規

定する設備について同号に規定する市の条

例で定める割合は、２分の１とする。 

１１ 法附則第１５条第２５項第３号ロに規

定する設備について同号に規定する市の条

例で定める割合は、２分の１とする。 

１３ 法附則第１５条第２５項第４号ハに規

定する設備について同号に規定する市の条

例で定める割合は、２分の１とする。 

１２ 法附則第１５条第２５項第３号ハに規

定する設備について同号に規定する市の条

例で定める割合は、２分の１とする。 

１４ （略） １３ （略） 

 １４ 法附則第１５条第３２項に規定する市

の条例で定める割合は、３分の１とする。 
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１５ 法附則第１５条第３２項に規定する市

の条例で定める割合は、３分の２とする。 

１５ 法附則第１５条第３３項に規定する市

の条例で定める割合は、３分の２とする。 

１６ 法附則第１５条第３７項に規定する市

の条例で定める割合は、３分の２とする。 

１６ 法附則第１５条第３８項に規定する市

の条例で定める割合は、３分の２とする。 

１７ 法附則第１５条第３８項に規定する市

の条例で定める割合は、２分の１とする。 

１８ 法附則第１５条第４１項に規定する市

の条例で定める割合は、３分の１とする。 

１７ 法附則第１５条第４２項に規定する市

の条例で定める割合は、３分の１とする。 

１９ 法附則第１５条第４２項に規定する市

の条例で定める割合は、４分の３とする。 

１８ 法附則第１５条第４３項に規定する市

の条例で定める割合は、４分の３とする。 

２０・２１ （略） １９・２０ （略） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき申

告） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき申

告） 

第６条の３ （略） 第６条の３ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 市長は、法附則第１５条の７第１項又は第

２項の認定長期優良住宅のうち区分所有に

係る住宅については、前項の申告書の提出が

なかつた場合においても、長期優良住宅の普

及の促進に関する法律（平成２０年法律第８

７号）第５条第４項に規定する管理者等か

ら、法附則第１５条の７第３項に規定する期

間内に施行規則附則第７条第４項に規定す

る書類の提出がされ、かつ、当該区分所有に

係る住宅が法附則第１５条の７第１項又は

第２項に規定する要件に該当すると認めら

れるときは、前項の規定にかかわらず、同条

第１項又は第２項の規定を適用することが

できる。 

４～７ （略） ３～６ （略） 

８ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居

住改修住宅又は同条第５項の高齢者等居住

改修専有部分について、これらの規定の適用

７ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居

住改修住宅又は同条第５項の高齢者等居住

改修専有部分について、これらの規定の適用
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を受けようとする者は、同条第４項に規定す

る居住安全改修工事が完了した日から３月

以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第７条第９項各号に掲げる書

類を添付して市長に提出しなければならな

い。 

を受けようとする者は、同条第４項に規定す

る居住安全改修工事が完了した日から３月

以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第７条第８項各号に掲げる書

類を添付して市長に提出しなければならな

い。 

 (1)～(7) （略）  (1)～(7) （略） 

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止

改修等住宅又は同条第１０項の熱損失防止

改修等専有部分について、これらの規定の適

用を受けようとする者は、同条第９項に規定

する熱損失防止改修工事等が完了した日か

ら３月以内に、次に掲げる事項を記載した申

告書に施行規則附則第７条第１０項各号に

掲げる書類を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。 

８ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止

改修等住宅又は同条第１０項の熱損失防止

改修等専有部分について、これらの規定の適

用を受けようとする者は、同条第９項に規定

する熱損失防止改修工事等が完了した日か

ら３月以内に、次に掲げる事項を記載した申

告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲

げる書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 

 (1)～(6) （略）  (1)～(6) （略） 

１０ 法附則第１５条の９の２第１項に規定

する特定耐震基準適合住宅について、同項の

規定の適用を受けようとする者は、当該特定

耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了し

た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載

した申告書に施行規則附則第７条第１１項

各号に規定する書類を添付して市長に提出

しなければならない。 

９ 法附則第１５条の９の２第１項に規定す

る特定耐震基準適合住宅について、同項の規

定の適用を受けようとする者は、当該特定耐

震基準適合住宅に係る耐震改修が完了した

日から３月以内に、次に掲げる事項を記載し

た申告書に施行規則附則第７条第１０項各

号に規定する書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

 (1)～(6) （略）  (1)～(6) （略） 

１１ 法附則第１５条の９の２第４項に規定

する特定熱損失防止改修等住宅又は同条第

５項に規定する特定熱損失防止改修等住宅

専有部分について、これらの規定の適用を受

けようとする者は、法附則第１５条の９第９

項に規定する熱損失防止改修工事等が完了

した日から３月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第７条第１２

項各号に掲げる書類を添付して市長に提出

１０ 法附則第１５条の９の２第４項に規定

する特定熱損失防止改修等住宅又は同条第

５項に規定する特定熱損失防止改修等住宅

専有部分について、これらの規定の適用を受

けようとする者は、法附則第１５条の９第９

項に規定する熱損失防止改修工事等が完了

した日から３月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第７条第１１

項各号に掲げる書類を添付して市長に提出
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しなければならない。 しなければならない。 

 (1)～(6) （略）  (1)～(6) （略） 

１２ 法附則第１５条の９の３第１項に規定

する特定マンションに係る区分所有に係る

家屋について、同項の規定の適用を受けよう

とする者は、当該特定マンションに係る同項

に規定する工事が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行

規則附則第７条第１７項各号に掲げる書類

を添付して市長に提出しなければならない。

１１ 法附則第１５条の９の３第１項に規定

する特定マンションに係る区分所有に係る

家屋について、同項の規定の適用を受けよう

とする者は、当該特定マンションに係る同項

に規定する工事が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行

規則附則第７条第１６項各号に掲げる書類

を添付して市長に提出しなければならない。

 (1)～(5) （略）  (1)～(5) （略） 

１３ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基

準適合家屋について、同項の規定の適用を受

けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に

係る耐震改修が完了した日から３月以内に、

次に掲げる事項を記載した申告書に施行規

則附則第７条第１８項に規定する補助に係

る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震改

修の促進に関する法律（平成７年法律第１２

３号）第７条又は附則第３条第１項の規定に

よる報告の写し及び当該耐震改修後の家屋

が令附則第１２条第１９項に規定する基準

を満たすことを証する書類を添付して市長

に提出しなければならない。 

１２ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基

準適合家屋について、同項の規定の適用を受

けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に

係る耐震改修が完了した日から３月以内に、

次に掲げる事項を記載した申告書に施行規

則附則第７条第１７項に規定する補助に係

る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震改

修の促進に関する法律（平成７年法律第１２

３号）第７条又は附則第３条第１項の規定に

よる報告の写し及び当該耐震改修後の家屋

が令附則第１２条第１９項に規定する基準

を満たすことを証する書類を添付して市長

に提出しなければならない。 

 (1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

 (5) 施行規則附則第７条第１８項に規定す

る補助の算定の基礎となつた当該耐震基

準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

 (5) 施行規則附則第７条第１７項に規定す

る補助の算定の基礎となつた当該耐震基

準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

 (6) （略）  (6) （略） 

１４ （略） １３ （略） 

（土地に対して課する令和６年度から令和

８年度までの各年度分の固定資産税の特例

に関する用語の意義） 

（土地に対して課する令和３年度から令和

５年度までの各年度分の固定資産税の特例

に関する用語の意義） 

第７条 （略） 第７条 （略） 
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（令和７年度又は令和８年度における土地

の価格の特例） 

（令和４年度又は令和５年度における土地

の価格の特例） 

第７条の２ 市の区域内の自然的及び社会的

条件からみて類似の利用価値を有すると認

められる地域において地価が下落し、かつ、

市長が土地の修正前の価格（法附則第１７条

の２第１項に規定する修正前の価格をい

う。）を当該年度分の固定資産税の課税標準

とすることが固定資産税の課税上著しく均

衡を失すると認める場合における当該土地

に対して課する固定資産税の課税標準は、第

４０条の２の規定にかかわらず、令和７年度

分又は令和８年度分の固定資産税に限り、当

該土地の修正価格（法附則第１７条の２第１

項に規定する修正価格をいう。）で土地課税

台帳等に登録されたものとする。 

第７条の２ 市の区域内の自然的及び社会的

条件からみて類似の利用価値を有すると認

められる地域において地価が下落し、かつ、

市長が土地の修正前の価格（法附則第１７条

の２第１項に規定する修正前の価格をい

う。）を当該年度分の固定資産税の課税標準

とすることが固定資産税の課税上著しく均

衡を失すると認める場合における当該土地

に対して課する固定資産税の課税標準は、第

４０条の２の規定にかかわらず、令和４年度

分又は令和５年度分の固定資産税に限り、当

該土地の修正価格（法附則第１７条の２第１

項に規定する修正価格をいう。）で土地課税

台帳等に登録されたものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令

和７年度適用土地又は令和７年度類似適用

土地であつて、令和８年度分の固定資産税に

ついて前項の規定の適用を受けないことと

なるものに対して課する同年度分の固定資

産税の課税標準は、第４０条の２の規定にか

かわらず、修正された価格（法附則第１７条

の２第２項に規定する修正された価格をい

う。）で土地課税台帳等に登録されたものと

する。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令

和４年度適用土地又は令和４年度類似適用

土地であつて、令和５年度分の固定資産税に

ついて前項の規定の適用を受けないことと

なるものに対して課する同年度分の固定資

産税の課税標準は、第４０条の２の規定にか

かわらず、修正された価格（法附則第１７条

の２第２項に規定する修正された価格をい

う。）で土地課税台帳等に登録されたものと

する。 

（宅地等に対して課する令和６年度から令

和８年度までの各年度分の固定資産税の特

例） 

（宅地等に対して課する令和３年度から令

和５年度までの各年度分の固定資産税の特

例） 

第８条 宅地等に係る令和６年度から令和８

年度までの各年度分の固定資産税の額は、当

該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額

が、当該宅地等の当該年度分の固定資産税に

係る前年度分の固定資産税の課税標準額に、

当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格（当該宅地等が当

第８条 宅地等に係る令和３年度から令和５

年度までの各年度分の固定資産税の額は、当

該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額

が、当該宅地等の当該年度分の固定資産税に

係る前年度分の固定資産税の課税標準額に、

当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格（当該宅地等が当
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該年度分の固定資産税について法第３４９

条の３の２の規定の適用を受ける宅地等で

あるときは、当該価格に同条に定める率を乗

じて得た額。以下この条において同じ。）に

１００分の５を乗じて得た額を加算した額

（当該宅地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第３４９条の３又は法附則第１５

条から第１５条の３までの規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地

等に係る当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき額とした場合における固定資

産税額（以下「宅地等調整固定資産税額」と

いう。）を超える場合には、当該宅地等調整

固定資産税額とする。 

該年度分の固定資産税について法第３４９

条の３の２の規定の適用を受ける宅地等で

あるときは、当該価格に同条に定める率を乗

じて得た額。以下この条において同じ。）に

１００分の５（商業地等に係る令和４年度分

の固定資産税にあつては、１００分の２．５）

を乗じて得た額を加算した額（令和３年度分

の固定資産税にあつては、前年度分の固定資

産税の課税標準額）（当該宅地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３

又は法附則第１５条から第１５条の３まで

の規定の適用を受ける宅地等であるときは、

当該額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の固

定資産税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額（以下「宅地等調整

固定資産税額」という。）を超える場合には、

当該宅地等調整固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係

る令和６年度から令和８年度までの各年度

分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等

調整固定資産税額が、当該商業地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き価格に１０分の６を乗じて得た額（当該商

業地等が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３又は法附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用を受ける商

業地等であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき額とした場合における固定資産

税額を超える場合には、同項の規定にかかわ

らず、当該固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係

る令和４年度分及び令和５年度分の宅地等

調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資

産税額が、当該商業地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき価格に１

０分の６を乗じて得た額（当該商業地等が当

該年度分の固定資産税について法第３４９

条の３又は法附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける商業地等であ

るときは、当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき

額とした場合における固定資産税額を超え

る場合には、同項の規定にかかわらず、当該

固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係

る令和６年度から令和８年度までの各年度

分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係

る令和４年度分及び令和５年度分の宅地等

調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資
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調整固定資産税額が、当該宅地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき

価格に１０分の２を乗じて得た額（当該宅地

等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は法附則第１５条から第１

５条の３までの規定の適用を受ける宅地等

であるときは、当該額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き額とした場合における固定資産税額に満

たない場合には、同項の規定にかかわらず、

当該固定資産税額とする。 

産税額が、当該宅地等に係る当該年度分の固

定資産税の課税標準となるべき価格に１０

分の２を乗じて得た額（当該宅地等が当該年

度分の固定資産税について法第３４９条の

３又は法附則第１５条から第１５条の３ま

での規定の適用を受ける宅地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき額とした

場合における固定資産税額に満たない場合

には、同項の規定にかかわらず、当該固定資

産税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．６以上０．７以下のものに

係る令和６年度から令和８年度までの各年

度分の固定資産税の額は、第１項の規定にか

かわらず、当該商業地等の当該年度分の固定

資産税に係る前年度分の固定資産税の課税

標準額（当該商業地等が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３又は法附則

第１５条から第１５条の３までの規定の適

用を受ける商業地等であるときは、前年度分

の固定資産税の課税標準額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき額とした場合における固定資産

税額（以下「商業地等据置固定資産税額」と

いう。）とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．６以上０．７以下のものに

係る令和３年度から令和５年度までの各年

度分の固定資産税の額は、第１項の規定にか

かわらず、当該商業地等の当該年度分の固定

資産税に係る前年度分の固定資産税の課税

標準額（当該商業地等が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３又は法附則

第１５条から第１５条の３までの規定の適

用を受ける商業地等であるときは、前年度分

の固定資産税の課税標準額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき額とした場合における固定資産

税額（以下「商業地等据置固定資産税額」と

いう。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．７を超えるものに係る令和

６年度から令和８年度までの各年度分の固

定資産税の額は、第１項の規定にかかわら

ず、当該商業地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格に１０分の

７を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．７を超えるものに係る令和

３年度から令和５年度までの各年度分の固

定資産税の額は、第１項の規定にかかわら

ず、当該商業地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格に１０分の

７を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３
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又は法附則第１５条から第１５条の３まで

の規定の適用を受ける商業地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額）を当該商業地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額（以下「商業地

等調整固定資産税額」という。）とする。 

又は法附則第１５条から第１５条の３まで

の規定の適用を受ける商業地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額）を当該商業地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額（以下「商業地

等調整固定資産税額」という。）とする。 

（用途変更宅地等に係る令和６年度から令

和８年度までの各年度分の固定資産税の特

例） 

（用途変更宅地等に係る令和３年度から令

和５年度までの各年度分の固定資産税の特

例） 

第８条の３ 地方税法等の一部を改正する法

律（令和６年法律第４号）附則第２０条第１

項の規定に基づき、令和６年度から令和８年

度までの各年度分の固定資産税については、

法附則第１８条の３の規定を適用しないこ

ととする。 

第８条の３ 地方税法等の一部を改正する法

律（令和３年法律第７号）附則第１４条第１

項の規定に基づき、令和３年度から令和５年

度までの各年度分の固定資産税については、

法附則第１８条の３の規定を適用しないこ

ととする。 

（農地に対して課する令和６年度から令和

８年度までの各年度分の固定資産税の特例）

（農地に対して課する令和３年度から令和

５年度までの各年度分の固定資産税の特例）

第１０条 農地に係る令和６年度から令和８

年度までの各年度分の固定資産税の額は、当

該農地に係る当該年度分の固定資産税額が、

当該農地に係る当該年度分の固定資産税に

係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当

該農地が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３又は法附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用を受ける農

地であるときは、当該課税標準額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額）に、当該農

地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担

水準の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担

調整率を乗じて得た額を当該農地に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き額とした場合における固定資産税額（以下

「農地調整固定資産税額」という。）を超え

る場合には、当該農地調整固定資産税額とす

る。 

第１０条 農地に係る令和３年度から令和５

年度までの各年度分の固定資産税の額は、当

該農地に係る当該年度分の固定資産税額が、

当該農地に係る当該年度分の固定資産税に

係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当

該農地が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３又は法附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用を受ける農

地であるときは、当該課税標準額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額。以下この項

において同じ。）に、当該農地の当該年度の

次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応

じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて

得た額（令和３年度分の固定資産税にあつて

は、前年度分の固定資産税の課税標準額）を

当該農地に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき額とした場合における

固定資産税額（以下「農地調整固定資産税額」
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という。）を超える場合には、当該農地調整

固定資産税額とする。 

（略） （略） 

（特別土地保有税の課税の特例） （特別土地保有税の課税の特例） 

第１２条 附則第８条第１項から第５項まで

の規定の適用がある宅地等（附則第７条第２

号に掲げる宅地等をいうものとし、法第３４

９条の３、第３４９条の３の２又は法附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用

がある宅地等を除く。）に対して課する令和

６年度から令和８年度までの各年度分の特

別土地保有税については、第１２４条第１号

及び第１３１条中「当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格」とあるのは、「当

該年度分の固定資産税に係る附則第８条第

１項から第５項までに規定する課税標準と

なるべき額」とする。 

第１２条 附則第８条第１項から第５項まで

の規定の適用がある宅地等（附則第７条第２

号に掲げる宅地等をいうものとし、法第３４

９条の３、第３４９条の３の２又は法附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用

がある宅地等を除く。）に対して課する令和

３年度から令和５年度までの各年度分の特

別土地保有税については、第１２４条第１号

及び第１３１条中「当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格」とあるのは「当

該年度分の固定資産税に係る附則第８条第

１項から第５項までに規定する課税標準と

なるべき額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅

地評価土地の取得のうち平成１８年１月１

日から令和９年３月３１日までの間にされ

たものに対して課する特別土地保有税につ

いては、第１２４条第２号中「不動産取得税

の課税標準となるべき価格」とあるのは「不

動産取得税の課税標準となるべき価格（法附

則第１１条の５第１項の規定の適用がない

ものとした場合における課税標準となるべ

き価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」

とし、「令第５４条の３８第１項に規定する

価格」とあるのは「令第５４条の３８第１項

に規定する価格（法附則第１１条の５第１項

の規定の適用がないものとした場合におけ

る価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」

とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅

地評価土地の取得のうち平成１８年１月１

日から令和６年３月３１日までの間にされ

たものに対して課する特別土地保有税につ

いては、第１２４条第２号中「不動産取得税

の課税標準となるべき価格」とあるのは「不

動産取得税の課税標準となるべき価格（法附

則第１１条の５第１項の規定の適用がない

ものとした場合における課税標準となるべ

き価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」

とし、「令第５４条の３８第１項に規定する

価格」とあるのは「令第５４条の３８第１項

に規定する価格（法附則第１１条の５第１項

の規定の適用がないものとした場合におけ

る価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」

とする。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

（上場株式等に係る配当所得等に係る市民 （上場株式等に係る配当所得等に係る市民
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税の課税の特例） 税の課税の特例） 

第１５条の２ （略） 第１５条の２ （略） 

２ （略） ２ （略）  

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第３条の５及び附則第３条の８の

規定の適用については、附則第３条の５第

１項及び附則第３条の８中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第１

５条の２第１項の規定による市民税の所

得割の額」とする。 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市

民税の課税の特例） 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市

民税の課税の特例） 

第１６条 （略） 第１６条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第３条の５及び附則第３条の８の

規定の適用については、附則第３条の５第

１項及び附則第３条の８中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第１

６条第１項の規定による市民税の所得割

の額」とする。 

４ （略） ４ （略） 

（長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税

の特例） 

（長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税

の特例） 

第１７条 （略） 第１７条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 
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(5) 附則第３条の５及び附則第３条の８の

規定の適用については、附則第３条の５第

１項及び附則第３条の８中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第１

７条第１項の規定による市民税の所得割

の額」とする。 

（短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税

の特例） 

（短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税

の特例） 

第１９条 （略） 第１９条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第３条の５及び附則第３条の８の

規定の適用については、附則第３条の５第

１項及び附則第３条の８中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第１

９条第１項の規定による市民税の所得割

の額」とする。 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人

の市民税の課税の特例） 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人

の市民税の課税の特例） 

第２０条 （略） 第２０条 （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第３条の５及び附則第３条の８の

規定の適用については、附則第３条の５第

１項及び附則第３条の８中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第２

０条第１項の規定による市民税の所得割

の額」とする。 

（先物取引に係る雑所得等に係る個人の市

民税の課税の特例） 

（先物取引に係る雑所得等に係る個人の市

民税の課税の特例） 
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第２１条 （略） 第２１条 （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第３条の５及び附則第３条の８の

規定の適用については、附則第３条の５第

１項及び附則第３条の８中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第２

１条第１項の規定による市民税の所得割

の額」とする。 

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係

る個人の市民税の課税の特例） 

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係

る個人の市民税の課税の特例） 

第２１条の２ （略） 第２１条の２ （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第３条の５及び附則第３条の８の

規定の適用については、附則第３条の５第

１項及び附則第３条の８中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第２

１条の２第１項の規定による市民税の所

得割の額」とする。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第３条の５及び附則第３条の８の

規定の適用については、附則第３条の５第

１項及び附則第３条の８中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第２

１条の２第３項後段の規定による市民税

の所得割の額」とする。 

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係 （条約適用利子等及び条約適用配当等に係
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る個人の市民税の課税の特例） る個人の市民税の課税の特例） 

第２１条の３ （略） 第２１条の３ （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第３条の５及び附則第３条の８の

規定の適用については、附則第３条の５第

１項及び附則第３条の８中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第２

１条の３第１項の規定による市民税の所

得割の額」とする。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第３条の５及び附則第３条の８の

規定の適用については、附則第３条の５第

１項及び附則第３条の８中「所得割の額」

とあるのは、「所得割の額並びに附則第２

１条の３第３項後段の規定による市民税

の所得割の額」とする。 

６ （略） ６ （略） 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第４２条の３の改正規定 令和７年４月１日 

(2) 第２６条の８第１項の改正規定、附則第２条の２を削る改正規定及び次条の

規定 公益信託に関する法律（令和６年法律第３０号）の施行の日の属する年

の翌年の１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１

項の規定の適用がある場合における前条第２号に掲げる規定による改正後の美

濃加茂市税条例第２６条の８第１項（第１号リに係る部分に限る。）の規定の適

用については、同項第１号リ中「寄附金」とあるのは、「寄附金（所得税法等の
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一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の規定によりなお

その効力を有するものとされる同法第１条の規定による改正前の所得税法第７

８条第３項の規定により特定寄附金とみなされるものを含む。）」とする。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の美濃加茂市税条例

の規定中固定資産税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の固定資産税につ

いて適用し、令和５年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得された地方税

法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の

地方税法（昭和２５年法律第２２６号。次項及び第４項において「旧法」という。）

附則第１５条第２５項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課す

る固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第１５

条第３２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の

用に供する固定資産に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

４ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４３号）の施行

の日から令和６年３月３１日までの間に整備された旧法附則第１５条第３９項に

規定する滞在快適性等向上施設等の用に供する固定資産に対して課する固定資産

税については、なお従前の例による。 
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承第８号 

専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和６

年３月３０日次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

  令和６年６月６日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

美濃加茂市都市計画税条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市都市計画税条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

記 

美濃加茂市都市計画税条例の一部を改正する条例 

美濃加茂市都市計画税条例（昭和３２年美濃加茂市条例第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

１ （略） １ （略） 

 （法附則第１５条第３２項の条例で定める

割合） 

 ２ 法附則第１５条第３２項に規定する市の

条例で定める割合は、３分の１とする。 

（法附則第１５条第３２項の条例で定める

割合） 

（法附則第１５条第３３項の条例で定める

割合） 

２ 法附則第１５条第３２項に規定する市の

条例で定める割合は、３分の２とする。 

３ 法附則第１５条第３３項に規定する市の

条例で定める割合は、３分の２とする。 

（法附則第１５条第３７項の条例で定める

割合） 

（法附則第１５条第３８項の条例で定める

割合） 
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３ 法附則第１５条第３７項に規定する市の

条例で定める割合は、３分の２とする。 

４ 法附則第１５条第３８項に規定する市の

条例で定める割合は、３分の２とする。 

（法附則第１５条第３８項の条例で定める

割合） 

４ 法附則第１５条第３８項に規定する市の

条例で定める割合は、２分の１とする。 

（法附則第１５条第４２項の条例で定める

割合） 

（法附則第１５条第４３項の条例で定める

割合） 

５ 法附則第１５条第４２項に規定する市の

条例で定める割合は、４分の３とする。 

５ 法附則第１５条第４３項に規定する市の

条例で定める割合は、４分の３とする。 

（用途変更宅地等に係る令和６年度から令

和８年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

（用途変更宅地等に係る令和３年度から令

和５年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

６ 地方税法等の一部を改正する法律（令和６

年法律第４号）附則第２９条第１項の規定に

基づき、令和６年度から令和８年度までの各

年度分の都市計画税については、法附則第２

５条の３の規定を適用しないこととする。 

６ 地方税法等の一部を改正する法律（令和３

年法律第７号）附則第１４条第１項の規定に

基づき、令和３年度から令和５年度までの各

年度分の都市計画税については、法附則第２

５条の３の規定を適用しないこととする。 

（改修実演芸術公演施設に対する都市計画

税の減額の規定の適用を受けようとする者

がすべき申告） 

（改修実演芸術公演施設に対する都市計画

税の減額の規定の適用を受けようとする者

がすべき申告） 

７ （略） ７ （略） 

（宅地等に対して課する令和６年度から令

和８年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

（宅地等に対して課する令和３年度から令

和５年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

８ 宅地等に係る令和６年度から令和８年度

までの各年度分の都市計画税の額は、当該宅

地等に係る当該年度分の都市計画税額が、当

該宅地等の当該年度分の都市計画税に係る

前年度分の都市計画税の課税標準額に、当該

宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課

税標準となるべき価格（当該宅地等が当該年

度分の都市計画税について法第７０２条の

３の規定の適用を受ける宅地等であるとき

８ 宅地等に係る令和３年度から令和５年度

までの各年度分の都市計画税の額は、当該宅

地等に係る当該年度分の都市計画税額が、当

該宅地等の当該年度分の都市計画税に係る

前年度分の都市計画税の課税標準額に、当該

宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課

税標準となるべき価格（当該宅地等が当該年

度分の都市計画税について法第７０２条の

３の規定の適用を受ける宅地等であるとき
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は、当該価格に同条に定める率を乗じて得た

額。以下同じ。）に１００分の５を乗じて得

た額を加算した額（当該宅地等が当該年度分

の固定資産税について法第３４９条の３（第

１８項を除く。）又は法附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける宅地

等であるときは、当該額にこれらの規定に定

める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る

当該年度分の都市計画税の課税標準となる

べき額とした場合における都市計画税額（以

下「宅地等調整都市計画税額」という。）を

超える場合には、当該宅地等調整都市計画税

額とする。 

は、当該価格に同条に定める率を乗じて得た

額。以下同じ。）に１００分の５（商業地等

に係る令和４年度分の都市計画税にあつて

は、１００分の２．５）を乗じて得た額を加

算した額（令和３年度分の都市計画税にあつ

ては、前年度分の都市計画税の課税標準額）

（当該宅地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第３４９条の３（第１８項を除く。）

又は法附則第１５条から第１５条の３まで

の規定の適用を受ける宅地等であるときは、

当該額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の都

市計画税の課税標準となるべき額とした場

合における都市計画税額（以下「宅地等調整

都市計画税額」という。）を超える場合には、

当該宅地等調整都市計画税額とする。 

９ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係

る令和６年度から令和８年度までの各年度

分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等

調整都市計画税額が、当該商業地等に係る当

該年度分の都市計画税の課税標準となるべ

き価格に１０分の６を乗じて得た額（当該商

業地等が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３（第１８項を除く。）又は

法附則第１５条から第１５条の３までの規

定の適用を受ける商業地等であるときは、当

該額にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額）を当該商業地等に係る当該年度分の都

市計画税の課税標準となるべき額とした場

合における都市計画税額を超える場合には、

前項の規定にかかわらず、当該都市計画税額

とする。 

９ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係

る令和４年度分及び令和５年度分の宅地等

調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計

画税額が、当該商業地等に係る当該年度分の

都市計画税の課税標準となるべき価格に１

０分の６を乗じて得た額（当該商業地等が当

該年度分の固定資産税について法第３４９

条の３（第１８項を除く。）又は法附則第１

５条から第１５条の３までの規定の適用を

受ける商業地等であるときは、当該額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額）を当該

商業地等に係る当該年度分の都市計画税の

課税標準となるべき額とした場合における

都市計画税額を超える場合には、前項の規定

にかかわらず、当該都市計画税額とする。 

１０ 附則第８項の規定の適用を受ける宅地

等に係る令和６年度から令和８年度までの

各年度分の宅地等調整都市計画税額は、当該

宅地等調整都市計画税額が、当該宅地等に係

１０ 附則第８項の規定の適用を受ける宅地

等に係る令和４年度分及び令和５年度分の

宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整

都市計画税額が、当該宅地等に係る当該年度
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る当該年度分の都市計画税の課税標準とな

るべき価格に１０分の２を乗じて得た額（当

該宅地等が当該年度分の固定資産税につい

て法第３４９条の３（第１８項を除く。）又

は法附則第１５条から第１５条の３までの

規定の適用を受ける宅地等であるときは、当

該額にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額）を当該宅地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき額とした場合

における都市計画税額に満たない場合には、

附則第８項の規定にかかわらず、当該都市計

画税額とする。 

分の都市計画税の課税標準となるべき価格

に１０分の２を乗じて得た額（当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第３４

９条の３（第１８項を除く。）又は法附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用

を受ける宅地等であるときは、当該額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額）を当該

宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課

税標準となるべき額とした場合における都

市計画税額に満たない場合には、附則第８項

の規定にかかわらず、当該都市計画税額とす

る。 

１１ 商業地等のうち当該商業地等の当該年

度の負担水準が０．６以上０．７以下のもの

に係る令和６年度から令和８年度までの各

年度分の都市計画税の額は、附則第８項の規

定にかかわらず、当該商業地等の当該年度分

の都市計画税に係る前年度分の都市計画税

の課税標準額（当該商業地等が当該年度分の

固定資産税について法第３４９条の３（第１

８項を除く。）又は法附則第１５条から第１

５条の３までの規定の適用を受ける商業地

等であるときは、当該課税標準額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業

地等に係る当該年度分の都市計画税の課税

標準となるべき額とした場合における都市

計画税額とする。 

１１ 商業地等のうち当該商業地等の当該年

度の負担水準が０．６以上０．７以下のもの

に係る令和３年度から令和５年度までの各

年度分の都市計画税の額は、附則第８項の規

定にかかわらず、当該商業地等の当該年度分

の都市計画税に係る前年度分の都市計画税

の課税標準額（当該商業地等が当該年度分の

固定資産税について法第３４９条の３（第１

８項を除く。）又は法附則第１５条から第１

５条の３までの規定の適用を受ける商業地

等であるときは、当該課税標準額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業

地等に係る当該年度分の都市計画税の課税

標準となるべき額とした場合における都市

計画税額とする。 

１２ 商業地等のうち当該商業地等の当該年

度の負担水準が０．７を超えるものに係る令

和６年度から令和８年度までの各年度分の

都市計画税の額は、附則第８項の規定にかか

わらず、当該商業地等に係る当該年度分の都

市計画税の課税標準となるべき価格に１０

分の７を乗じて得た額（当該商業地等が当該

年度分の固定資産税について法第３４９条

の３（第１８項を除く。）又は法附則第１５

１２ 商業地等のうち当該商業地等の当該年

度の負担水準が０．７を超えるものに係る令

和３年度から令和５年度までの各年度分の

都市計画税の額は、附則第８項の規定にかか

わらず、当該商業地等に係る当該年度分の都

市計画税の課税標準となるべき価格に１０

分の７を乗じて得た額（当該商業地等が当該

年度分の固定資産税について法第３４９条

の３（第１８項を除く。）又は法附則第１５

- 61 -



条から第１５条の３までの規定の適用を受

ける商業地等であるときは、当該額にこれら

の規定に定める率を乗じて得た額）を当該商

業地等に係る当該年度分の都市計画税の課

税標準となるべき額とした場合における都

市計画税額とする。 

条から第１５条の３までの規定の適用を受

ける商業地等であるときは、当該額にこれら

の規定に定める率を乗じて得た額）を当該商

業地等に係る当該年度分の都市計画税の課

税標準となるべき額とした場合における都

市計画税額とする。 

（農地に対して課する令和６年度から令和

８年度までの各年度分の都市計画税の特例）

（農地に対して課する令和３年度から令和

５年度までの各年度分の都市計画税の特例）

１３ 農地に係る令和６年度から令和８年度

までの各年度分の都市計画税の額は、当該農

地に係る当該年度分の都市計画税額が、当該

農地に係る当該年度分の都市計画税に係る

前年度分の都市計画税の課税標準額（当該農

地が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３（第１８項を除く。）又は法附

則第１５条から第１５条の３までの規定の

適用を受ける農地であるときは、当該課税標

準額にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額）に、当該農地の当該年度の次の表の左

欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右

欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額を当

該農地に係る当該年度分の都市計画税の課

税標準となるべき額とした場合における都

市計画税額（以下「農地調整都市計画税額」

という。）を超える場合には、当該農地調整

都市計画税額とする。 

１３ 農地に係る令和３年度から令和５年度

までの各年度分の都市計画税の額は、当該農

地に係る当該年度分の都市計画税額が、当該

農地に係る当該年度分の都市計画税に係る

前年度分の都市計画税の課税標準額（当該農

地が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３（第１８項を除く。）又は法附

則第１５条から第１５条の３までの規定の

適用を受ける農地であるときは、当該課税標

準額にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額。以下この項において同じ。）に、当該

農地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負

担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負

担調整率を乗じて得た額（令和３年度分の都

市計画税にあつては、前年度分の都市計画税

の課税標準額）を当該農地に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準となるべき額とし

た場合における都市計画税額（以下「農地調

整都市計画税額」という。）を超える場合に

は、当該農地調整都市計画税額とする。 

（略） （略） 

（読替規定） （読替規定） 

１４ （略） １４ （略） 

１５ 法附則第１５条第１項、第９項、第１３

項から第１７項まで、第１９項、第２０項、

第２４項、第２７項、第３１項から第３４項

まで、第３７項、第３８項、第４２項若しく

１５ 法附則第１５条第１項、第９項、第１３

項から第１７項まで、第１９項、第２０項、

第２４項、第２７項、第３１項から第３５項

まで、第３８項、第３９項、第４３項若しく
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は第４５項、第１５条の２第２項、第１５条

の３又は第６３条の規定の適用がある各年

度分の都市計画税に限り、第２条第２項中

「又は第３３項」とあるのは「若しくは第３

３項又は法附則第１５条から第１５条の３

まで若しくは第６３条」とする。 

は第４６項、第１５条の２第２項、第１５条

の３又は第６３条の規定の適用がある各年

度分の都市計画税に限り、第２条第２項中

「又は第３３項」とあるのは「若しくは第３

３項又は法附則第１５条から第１５条の３

まで若しくは第６３条」とする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の美濃加茂市都市計画税

条例の規定は、令和６年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和５年

度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 

３ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた地方税法等の一

部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の地方税法

（昭和２５年法律第２２６号。次項において「旧法」という。）附則第１５条第

３２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用に

供する固定資産に対して課する都市計画税については、なお従前の例による。 

４ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４３号）の施行

の日から令和６年３月３１日までの間に整備された旧法附則第１５条第３９項に

規定する滞在快適性等向上施設等の用に供する固定資産に対して課する都市計画

税については、なお従前の例による。 
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承第９号 

専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和６

年４月１２日次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

  令和６年６月６日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

美濃加茂市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一

部を改正する条例について 

美濃加茂市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正す

る条例を下記のとおり制定する。 

記 

美濃加茂市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改

正する条例 

 美濃加茂市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年美

濃加茂市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の

例による。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 個人番号 法第２条第５項に規定する

個人番号をいう。 

(2) 特定個人情報 法第２条第８項に規定

する特定個人情報をいう。 

(3) 個人番号利用事務実施者 法第２条第

１２項に規定する個人番号利用事務実施
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者をいう。 

(4) 情報提供ネットワークシステム 法第

２条第１４項に規定する情報提供ネット

ワークシステムをいう。 

（市の責務） （市の責務） 

第３条 市長は、個人番号の利用及び特定個人

情報の提供に関し、その適正な取扱いを確保

するために必要な措置を講ずるとともに、国

との連携を図りながら、自主的かつ主体的

に、地域の特性に応じた施策を実施するもの

とする。 

第３条 市長は、個人番号の利用及び特定個人

情報の提供に関し、その適正な取扱いを確保

するために必要な措置を講ずるものとする。

（個人番号の利用範囲） （個人番号の利用範囲） 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務

は、別表第１の左欄に掲げる機関が行う同表

の右欄に掲げる事務、別表第２の左欄に掲げ

る機関が行う同表の中欄に掲げる事務及び

市長又は美濃加茂市教育委員会（以下「市長

等」という。）が行う特定個人番号利用事務

とする。 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務

は、別表第１の左欄に掲げる機関が行う同表

の右欄に掲げる事務、別表第２の左欄に掲げ

る機関が行う同表の中欄に掲げる事務及び

市長又は美濃加茂市教育委員会（以下「市長

等」という。）が行う法別表第２の第２欄に

掲げる事務とする。 

２ （略） ２ （略） 

３ 市長等は、特定個人番号利用事務を処理す

るために必要な限度で利用特定個人情報で

あって自ら保有するものを利用することが

できる。ただし、法の規定により、情報提供

ネットワークシステムを使用して他の個人

番号利用事務実施者から当該利用特定個人

情報の提供を受けることができる場合は、こ

の限りでない。 

３ 市長等は、法別表第２の事務の欄に掲げる

事務を処理するために必要な限度で同表の

特定個人情報の欄に掲げる特定個人情報で

あって自ら保有するものを利用することが

できる。ただし、法の規定により、情報提供

ネットワークシステムを使用して他の個人

番号利用事務実施者から当該特定個人情報

の提供を受けることができる場合は、この限

りでない。 

４ （略） ４ （略） 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

機関 事務 

（略） 

６ 市長 美濃加茂市障がい者就

機関 事務 

（略） 

６ 市長 美濃加茂市障害者就労
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労支援事業実施要綱

（令和２年美濃加茂市

告示第２３号）による

障害福祉サービスの利

用者負担の助成に関す

る事務であって規則で

定めるもの 

７ 市長 美濃加茂市地域生活支

援事業実施規則（令和

３年美濃加茂市規則第

６４号）による地域生

活支援事業の実施に関

する事務であって規則

で定めるもの 

支援事業実施要綱（令

和２年美濃加茂市告示

第２３号）による障害

福祉サービスの利用者

負担の助成に関する事

務であって規則で定め

るもの 

７ 市長 美濃加茂市地域生活支

援事業実施要綱（平成

２９年美濃加茂市告示

第１７号）による地域

生活支援事業の実施に

関する事務であって規

則で定めるもの 

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

機関 事務 特定個人情報 

（略） 

市長 公営住宅法に

よる公営住宅

の管理に関す

る事務であっ

て規則で定め

るもの 

（略） 

生活保護法によ

る保護の実施又

は就労自立給付

金若しくは進

学・就職準備給

付金の支給に関

する情報（以下

「生活保護関係

情報」という。）

であって規則で

定めるもの 

（略） 

（略） 

機関 事務 特定個人情報 

（略） 

市長 公営住宅法に

よる公営住宅

の管理に関す

る事務であっ

て規則で定め

るもの 

（略） 

生活保護法によ

る保護の実施又

は就労自立給付

金若しくは進学

準備給付金の支

給に関する情報

（以下「生活保

護関係情報」と

いう。）であって

規則で定めるも

の 

（略） 

（略） 

附 則 

 この条例は、令和６年５月２７日から施行する。 
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議第４９号 

   美濃加茂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和６年６月６日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

                  記 

美濃加茂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

美濃加茂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

６年美濃加茂市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（職員） （職員） 

第３０条 （略） 第３０条 （略） 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める数の合計数に１を加え

た数以上とする。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める数の合計数に１を加え

た数以上とする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第

６条の３第１０項第２号の規定に基づき

受け入れる場合に限る。次号において同

じ。） おおむね１５人につき１人 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第

６条の３第１０項第２号の規定に基づき

受け入れる場合に限る。次号において同

じ。） おおむね２０人につき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね２５人に

つき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね３０人に

つき１人 

３ （略） ３ （略） 

（職員） （職員） 

第３２条 （略） 第３２条 （略） 
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２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる乳幼

児の区分に応じ、当該各号に定める数の合計

数に１を加えた数以上とし、そのうち半数以

上は保育士とする。 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる乳幼

児の区分に応じ、当該各号に定める数の合計

数に１を加えた数以上とし、そのうち半数以

上は保育士とする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第

６条の３第１０項第２号の規定に基づき

受け入れる場合に限る。次号において同

じ。） おおむね１５人につき１人 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第

６条の３第１０項第２号の規定に基づき

受け入れる場合に限る。次号において同

じ。） おおむね２０人につき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね２５人に

つき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね３０人に

つき１人 

３ （略） ３ （略） 

（保育所型事業所内保育事業所の職員） （保育所型事業所内保育事業所の職員） 

第４５条 （略） 第４５条 （略） 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める数の合計数以上とす

る。ただし、保育所型事業所内保育事業所一

につき２人を下回ることはできない。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める数の合計数以上とす

る。ただし、保育所型事業所内保育事業所一

につき２人を下回ることはできない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第

６条の３第１２項第２号の規定に基づき

受け入れる場合に限る。次号において同

じ。） おおむね１５人につき１人 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第

６条の３第１２項第２号の規定に基づき

受け入れる場合に限る。次号において同

じ。） おおむね２０人につき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね２５人に

つき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね３０人に

つき１人 

３ （略） ３ （略） 

（小規模型事業所内保育事業所の職員） （小規模型事業所内保育事業所の職員） 

第４８条 （略） 第４８条 （略） 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める数の合計数に１を

加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育

士とする。 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める数の合計数に１を

加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育

士とする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 
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(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第

６条の３第１２項第２号の規定に基づき

受け入れる場合に限る。次号において同

じ。） おおむね１５人につき１人 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童（法第

６条の３第１２項第２号の規定に基づき

受け入れる場合に限る。次号において同

じ。） おおむね２０人につき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね２５人に

つき１人 

(4) 満４歳以上の児童 おおむね３０人に

つき１人 

３ （略） ３ （略） 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 当分の間、この条例による改正後の美濃加茂市家庭的保育事業等の設備及び運

営に関する基準を定める条例（以下「改正後の条例」という。）第３０条第２項、

第３２条第２項、第４５条第２項及び第４８条第２項の規定の適用については、

改正後の条例第３０条第２項第３号、第３２条第２項第３号、第４５条第２項第

３号及び第４８条第２項第３号中「１５人」とあるのは「２０人」と、改正後の

条例第３０条第２項第４号、第３２条第２項第４号、第４５条第２項第４号及び

第４８条第２項第４号中「２５人」とあるのは「３０人」とする。 

３ 前項に規定する期間内においても、小規模保育事業者Ａ型、小規模保育事業者

Ｂ型、保育所型事業所内保育事業者及び小規模型事業所内保育事業者は、同項の

規定による読替え前の改正後の条例第３０条第２項、第３２条第２項、第４５条

第２項及び第４８条第２項に定める基準を満たす数の保育士及び保育従事者を置

くよう努めなければならない。 
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議第５０号 

美濃加茂市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

 美濃加茂市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を下記のとおり

制定する。 

  令和６年６月６日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

   美濃加茂市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 美濃加茂市職員の育児休業等に関する条例（平成４年美濃加茂市条例第１号）の

一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（育児休業をしている職員の期末手当等の

支給） 

（育児休業をしている職員の期末手当等の

支給） 

第７条 美濃加茂市職員の給与に関する条例

（昭和２９年美濃加茂市条例第２３号。以下

「給与条例」という。）第２０条第１項に規定

するそれぞれの基準日に育児休業をしてい

る職員のうち、基準日以前６月以内の期間に

おいて勤務した期間（市の規則で定めるこれ

に相当する期間を含む。）がある職員には、当

該基準日に係る期末手当を支給する。 

第７条 美濃加茂市職員の給与に関する条例

（昭和２９年美濃加茂市条例第２３号。以下

「給与条例」という。）第２０条第１項に規定

するそれぞれの基準日に育児休業をしてい

る職員（地方公務員法第２２条の２第１項第

１号に規定する会計年度任用職員を除く。）

のうち、基準日以前６月以内の期間において

勤務した期間（市の規則で定めるこれに相当

する期間を含む。）がある職員には、当該基準

日に係る期末手当を支給する。 

２ （略） ２ （略） 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議第５１号 

令和６年度美濃加茂市一般会計補正予算（第１号） 

令和６年度美濃加茂市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２９２，０３３千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２４，０９２，０３３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。  

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

令和６年６月６日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 
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債　　務　　負　　担　　行　　為　　補　　正

（追加） （単位：千円）

至　令和８年度
ふるさと納税支援業務

第　２　表

事　　　　　　　項 期　　間 限　　 度　  額

97,020
自　令和７年度
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第　３　表 地　　方　　債　　補　　正

（変更）

　起　債　の　目　的

限度額 起債の方法 利　　率 償還の方法 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

千円 千円

長良川鉄道経営安定支援
事業

18,400 21,000 変更なし 変更なし 変更なし

道路施設補修点検事業 149,200 209,400 変更なし 変更なし 変更なし

起 債 の 目 的
補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

年3.0％以内
（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる資
金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率）

政府資金につ
いては、その
融資条件によ
り、銀行その
他の場合には
その借入先と
協定するもの
による。ただ
し、市財政の
都合により繰
上償還又は低
利に借換えす
ることができ
る。

証書借入
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限 度 額
期  間 金  額

千円
ふるさと納税支援業務

97,020

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出

額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前年度末までの

事　　　　　項 支出（見込）額
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期  間 金  額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円

R7－R8 97,020 97,020 0

当該年度以降の 左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳

支出予定額 特　　　定　　　財　　　源 一般財源
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前前年度末現 前年度末現在 当該年度末現

  在高　　　　　　　高見込額　　　 当該年度中 当該年度中元 在高見込額　

起債見込額 金償還見込額

千円 千円 千円 千円 千円

１　普　通　債 7,546,660      7,865,883      1,332,300      754,147         8,444,036

（１）　総　　務　　 121,420         184,714         48,400          13,599          219,515

（２）　民　　生 872,977         912,393         213,100         62,539          1,062,954

（３）　衛　　生 261,600         240,130                             18,481          221,649

（４）　農　　林 106,814         93,942                              12,782          81,160

（５）　商　　工 3,586            4,128            3,300            1,528            5,900

（６）　土　　木 1,790,307      2,113,536      508,300         238,871         2,382,965

（７）　消　　防 1,199,993      1,102,516      5,700            106,207         1,002,009

（８）　教　　育 3,189,963      3,214,524      553,500         300,140         3,467,884

２　災害復旧債 37,357          32,983                              4,703            28,280

（１）　補助災害 2,300            2,047                                253               1,794

（２）　単独災害 35,057          30,936                              4,450            26,486

３　そ　の　他 7,575,001      7,137,996      115,000         688,235         6,564,761

（１）　県貸付金                                                                                 

（２）　減収補てん債等 124,180         93,030                              25,338          67,692

（３）　財源対策債等 29,437          19,913                              4,780            15,133

（４）　臨時財政対策債 7,421,384      7,025,053      115,000         658,117         6,481,936

15,159,018     15,036,862     1,447,300      1,447,085      15,037,077合　　　計

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及

び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当該年度中増減見込み

区   　　   分
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議第５２号

   令和６年度美濃加茂市国民健康保険会計補正予算（第１号）

 令和６年度美濃加茂市の国民健康保険会計補正予算（第１号）は、次に定めるところ

による。

 （歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７，９９７千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ５，１３４，１６０千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

  令和６年６月６日提出

美濃加茂市長  藤 井 浩 人  
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議第５３号 

令和６年度美濃加茂市介護保険会計補正予算（第１号） 

令和６年度美濃加茂市の介護保険会計補正予算（第１号）は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，０４４千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ４，１５２，３００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和６年６月６日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 
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議第５４号 

令和６年度美濃加茂市水道事業会計補正予算（第１号） 

（総則） 

第１条 令和６年度美濃加茂市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定める

ところによる。 

（資本的支出の補正） 

第２条 予算第４条中「不足する額６０９，５０８千円」を「不足する額３７７，

５０８千円」に、「過年度分損益勘定留保資金５２６，０９８千円」を「過年度分

損益勘定留保資金２９４，０９８千円」に改め、資本的支出の予定額を次のとお

り補正する。 

支     出 

（ 科  目 ）    （既決予定額）  （補正予定額）  （ 計 ） 

第１款 資本的支出   717,609 千円   △232,000 千円   485,609 千円 

  第３項 長期貸付金  232,000 千円  △232,000 千円      0 千円 

  令和６年６月６日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   
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議第５５号 

令和６年度美濃加茂市下水道事業会計補正予算（第１号） 

（総則） 

第１条 令和６年度美濃加茂市下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定め

るところによる。 

（資本的収入の補正） 

第２条 予算第４条に定めた資本的収入の予定額を次のとおり補正する。 

収     入 

（ 科  目 ）     （既決予定額） （補正予定額）  （ 計 ） 

第１款 資本的収入     1,439,419 千円        0 千円 1,439,419 千円 

第１項 企業債       722,500 千円  232,000 千円   954,500 千円 

第５項 他会計長期借入金  232,000 千円 △232,000 千円     0 千円 

（企業債の補正） 

第３条 予算第６条に定めた起債の限度額を次のとおり補正する。 

（ 起債の目的 ）      （既決限度額） （補正予定額）  （ 計 ） 

資本費平準化       379,300 千円  232,000 千円  611,300 千円 

  令和６年６月６日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   
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議第５６号 

太田小校舎外部改修及び体育館大規模改修建築工事の請負契約の締結

について 

美濃加茂市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭

和３９年美濃加茂市条例第４号）第２条の規定により、次のとおり請負契約を締結

することについて、議会の議決を求める。 

令和６年６月６日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

１ 契約の目的 太田小校舎外部改修及び体育館大規模改修建築工事 

２ 契約の方法 指名競争入札 

３ 契 約 金 額 金２１４，５００，０００円 

４ 契約の相手方 小池土木株式会社美濃加茂営業所 

営業所長  小 池 哲 
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議第５７号

   市道路線の認定について

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により、下記のとおり

市道路線を認定することについて、同条第２項の規定により議会の議決を求める。

  令和６年６月６日提出

美濃加茂市長  藤 井 浩 人  

                  記

番号 路線名 
起         点 重要な 

経過地 終         点 

１ 
中蜂屋５

６９号線 

美濃加茂市蜂屋町中蜂屋字里八３８１１番８地先   

美濃加茂市蜂屋町中蜂屋字里八３８１１番１地先 
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新規認定路線 ①：中蜂屋５６９号線

中蜂屋５６９号線
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新規認定路線 ①：中蜂屋５６９号線

中蜂屋５６９号線
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議第５８号 

美濃加茂市固定資産評価員の選任について 

 美濃加茂市固定資産評価員に下記の者を選任したいから、地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）第４０４条第２項の規定により、議会の同意を求める。 

令和６年６月６日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

住  所   

氏  名  大 杉 善 洋 

生年月日   
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議第５９号 

美濃加茂市教育委員会の委員の任命について 

 美濃加茂市教育委員会の委員に下記の者を任命したいから、地方教育行政の組織

及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により、

議会の同意を求める。 

令和６年６月６日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

住  所   

氏  名  中 西 東 峰 

生年月日   
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議第６０号 

岐阜県後期高齢者医療広域連合の処理する事務及び規約の変更について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定により、令

和６年１２月２日から、岐阜県後期高齢者医療広域連合の処理する事務を変更し、

岐阜県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年１月２３日岐阜県指令市町村第１

２６３号）を次のように変更するものとする。 

  令和６年６月６日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

岐阜県後期高齢者医療広域連合規約の一部を改正する規約 

岐阜県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年１月２３日岐阜県指令市町村第

１２６３号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中「被保険者証及び資格証明書」を「資格確認書等」に改める。 

   附 則 

 この規約は、令和６年１２月２日から施行する。 
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